建設工事請負仮契約書
１　工事名　　
　
２　工事場所　　
　

３　工期　　令 和 　　年 　　月大町市議会議決の日から

令 和 　　年 　　月 　　日 まで

　
４　請負代金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円

　　うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　金 　　　　　　　　円
「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに
地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定により算出したもので、請負代金額に
１１０分の１０を乗じて得た額である。
　
５　契約保証金　　
　

　

６　建設発生土の搬出先等　　　設計図書に定めるとおり。
なお、この工事が資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第48号）の規定により再生資源利用促進計画の作成を要する工事である場合は、受注者は、工事の施工前に発注者に再生資源利用促進計画を提出し、その内容を説明しなければならず、工事の完成後に発注者から請求があったときは、その実施状況を発注者に報告しなければならない。
７　解体工事に要する費用等　　別紙のとおり

　

８　住宅建設瑕疵担保責任保険　　別紙のとおり
　

　　上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の条項によって、請負仮契約を締結するものとする。
なお、大町市議会の議決があったときは、この契約書を地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第5項に規定する契約書とみなし、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。
また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、別紙の共同企業体協定書により契約書記載の工事を共同連帯して請け負う。
　　本契約の証として本書　　通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。

　
令和 　　年 　　月 　　日

　

　

　　　発　注　者　　住　　所　長野県大町市大町３８８７番地
長野県大町市

　　　　　　　　　　氏　　名　　市長　　　牛　越　　徹　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　
　
受　注　者
共同企業体の名称
　　　　代表構成員　住　　所　

　

　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　
　
　　　　　　構成員　住　　所　

　

　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　
　

　　　　　　構成員　住　　所　

　

　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
〔別添〕

［裏面参照の上建設工事紛争審査会の仲裁に付することに合意する場合に使用する。］
仲　　裁　　合　　意　　書
工 事 名
工事場所
令和　　 年　　 月　　 日に締結した上記建設工事の請負契約に関する紛争については、 発注者及び受注者は、建設業法に規定する下記の建設工事紛争審査会の仲裁に付し、 その仲裁判断に服する。

管轄審査会名　長野県建設工事紛争審査会
令和　　 年 　　月 　　日　
発注者 　　住 所 　長野県大町市大町３８８７番地
長野県大町市
氏 名　    市長　　　牛　越　　徹      印
受注者

共同企業体の名称
　　　　　　　　　　代表構成員　住 所　

　　　　　　　　　　　　　　　　氏 名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　
　　　　　　　　　　　　構成員　住 所

　　　　　　　　　　　　　　　　氏 名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　
　　　　　　　　　　　　構成員　住 所

　　　　　　　　　　　　　　　　氏 名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
［裏面］
仲裁合意書について
（１） 仲裁合意について
仲裁合意とは、 裁判所への訴訟に代えて、 紛争の解決を仲裁人に委ねることを約する当事者間の契約である。
仲裁手続によってなされる仲裁判断は、 裁判上の確定判決と同一の効力を有し、 たとえその仲裁判断の内容に不服があっても、 その内容を裁判所で争うことはできない。
（２） 建設工事紛争審査会について
建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）は、建設工事の請負契約に関する紛争の解決を図るため建設業法に基づいて設置されており、同法の規定により、 あっせん、調停及び仲裁を行う権限を有している。また、中央建設工事紛争審査会（以下「中央審査会」という。）は、国土交通省に、都道府県建設工事紛争審査会（以下「都道府県審査会」という。）は各都道府県にそれぞれ設置されている。審査会の管轄は、原則として、受注者が国土交通大臣の許可を受けた建設業者であるときは中央審査会、都道府県知事の許可を受けた建設業者であるときは当該都道府県審査会であるが、当事者の合意によって管轄審査会を定めることもできる。
審査会による仲裁は、三人の仲裁委員が行い、仲裁委員は、 審査会の委員又は特別委員のうちから当事者が合意によって選定した者につき、審査会の会長が指名する。また、仲裁委員のうち少なくとも一人は、弁護士法の規定により弁護士となる資格を有する者である。
なお、審査会における仲裁手続は、建設業法に特別の定めがある場合を除き、仲裁法の規定が適用される。
別　紙（住宅瑕疵担保責任保険）

　　　（住宅瑕疵担保責任任意保険）

特定住宅建設瑕疵担保責任の履行に関する特約

　受注者は、この請負契約の目的物に関して、特定住宅瑕疵担保履行法に基づき、特定住宅建設瑕疵担保責任の履行を確保するため、以下のとおり住宅建設瑕疵担保責任保険の加入を行う。

（１）　保険法人の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（２）　保険金額

　　　　　


（３）　保険期間


（４）　保険の対象となる瑕疵の範囲　

　　　　


別　紙（保証金供託）

特定住宅建設瑕疵担保責任の履行に関する特約

　受注者は、この請負契約の目的物に関して、特定住宅瑕疵担保履行法に基づき、特定住宅建設瑕疵担保責任の履行を確保するため、以下のとおり住宅建設瑕疵担保責任保険の供託を行う。

（１）　供託所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（２）　供託所の名称

　　　　　


（３）　建設瑕疵負担割合（共同請負の場合のみ記載）


　　　　


別 紙（建築物の新築・増築・修繕・模様替（リフォーム等）の場合）
１　分別解体等の方法

	工程ごとの作業内容及び解体方法
	工　　　　　程
	作　　業　　内　　容
	分別解体等の方法

	
	① 造　成　等
	造成等の工事
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	② 基礎・基礎ぐい
	基礎・基礎ぐいの工事
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	③ 上部構造部分・外装
	上部構造部分・外装の工事
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	④ 屋　　　根
	屋根の工事
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	⑤ 建築設備・内装等
	建築設備・内装等の工事
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	⑥ そ　の　他
　 （　　　　　　　　）
	その他の工事
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	
	
	


２　解体工事に要する費用　　　　　　　　　　　　円（消費税込）

　　（受注者の見積金額）

３　再資源化等をする施設の名称及び所在地　　別添のとおり

４　特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用　　　　　　　　　　　　円（消費税込）

　　（受注者の見積金額）

別 紙（その他の工作物に関する工事（土木工事等）の場合）

１　分別解体等の方法

	工程ごとの作業内容及び解体方法
	工　　　　　程
	作　　業　　内　　容
	分別解体等の方法
（ 解 体 工 事 の み ）

	
	① 仮　　　設
	仮設工事
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	② 土　　　工
	土工事
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	③ 基　　　礎
	基礎工事
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	④ 本 体 構 造
	本体構造の工事
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	⑤ 本 体 付 属 品
	本体付属品の工事
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	⑥ そ　の　他
　 （　　　　　　　　）
	その他の工事
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	
	
	


２　解体工事に要する費用　　　　　　　　　　　　円（消費税込）

　　（受注者の見積金額）

３　再資源化等をする施設の名称及び所在地　　別添のとおり

４　特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用　　　　　　　　　　　　円（消費税込）

　　（受注者の見積金額）

別 紙（建築物の解体の場合）

１　分別解体等の方法

	工程ごとの作業内容及び解体方法
	工　　　　　程
	作　　業　　内　　容
	分別解体等の方法
（ 解 体 工 事 の み ）

	
	1 建築設備・内装材等
	建築設備・内装材等の取り外し
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	2 屋根ふき材
	屋根ふき材の取り外し
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	3 外装材・上部構造部分
	外装材・上部構造部分の取り壊し
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	4 基礎・基礎ぐい
	基礎・基礎ぐいの取り壊し
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	5 そ　の　他

（　　　　　　　　）
	その他の取り壊し
□ 有　　□ 無
	□ 手作業
□ 手作業・機械作業の併用

	
	
	
	

	
	
	
	


２　解体工事に要する費用　　　　　　　　　　　　円（消費税込）

　　（受注者の見積金額）

３　再資源化等をする施設の名称及び所在地　　別添のとおり

４　特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用　　　　　　　　　　　　円（消費税込）

　　（受注者の見積金額）

別　添

	特定建設資材廃棄物
の　　　種　　　類
	再資源化等をする
施設の名称
	所　　　在　　　地

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※受注者が選択した施設を記載（品目ごとに複数記入可）

